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職員の給与などの状況を公表します

　市職員の給与は、条例、規則などで定められています。職員の給与には、基本給としての給料と扶養、住居、通勤手
当や民間の賞与に当たる期末・勤勉手当などがあります。これらの状況を次のとおり公表します。詳細は市ホームペー
ジをご覧ください。

　職員の任免・職員数に関する状況

1.　一般行政職の級別職員数の状況 （令和5年4月1日現在）

※ 1  益田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。
※  2  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務。

※ 職員数は一般職に属する職員数。

2.　職員数の推移

※各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

※空欄は募集を行なっていない試験区分。

3.　職員採用試験実施概要

5.　部門別職員数 （令和5年4月1日現在）

4.　新規採用の状況 （令和5年4月1日採用）

年　度　 Ｈ 30 Ｈ 31 Ｒ 2 Ｒ 3 Ｒ 4 Ｒ 5

一般行政 330 人 329 人 329 人 328 人 332 人 338 人

教　　育 50 人 48 人 46 人 45 人 42 人 41 人

公営企業 61 人 61 人 64 人 65 人 65 人 66 人

計 441 人 438 人 439 人 438 人 439 人 445 人

職　　　　種
第 1 回試験 第 2 回試験

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

一般事務（大卒程度） 16 人 7 人 8 人 2 人

一般事務（高卒程度） 12 人 ４人 9 人 0 人

保健師 ２人 ２人

社会福祉士 ３人 ２人

土木技師 ４人 ３人 0 人 0 人

建築設備技師 ０人 ０人 1 人 0 人

職  種 一般事務
（大卒程度）

一般事務
（高卒程度） 保健師 社会福祉士 土木技師 合　計

人  数 9 人 3 人 2 人 2 人 1 人 17 人

区 分

一般行政部門 特別行政部門 公営企業等
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Ｒ4 4 人 89人 27人 82人 19人 31人 21人 59人 332人 42人 42人 28人 37人 65人 439人

Ｒ5 4 人 93人 27人 84人 18人 29人 24人 59人 338人 41人 41人 28人 38人 66人 445人

区　　分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 計

 標準的な職務内容 主事 副主任主事 主任主事 係長 課長補佐 課長 部長

職 員 数 38 人 46 人 101 人 90 人 111 人 47 人 10 人 443 人

構 成 比 8.6％ 10.4％ 22.8％ 20.3％ 25.1％ 10.6％ 2.2％ 100％
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　職員等の給与の状況

1. 人件費の状況 （令和4年度普通会計決算見込額）

人件費以外
274億5,700万3千円

（88.2％）

人件費
     36億7,616万2千円

（11.8％）

2. 職員給与費の状況 （令和5年度普通会計予算）

給料
14億4,259万7千円

期末・勤勉手当 
5億6,368万4千円

職員手当 
2億3,634万2千円

※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。
　 （ 令和 5 年 3 月 31 日住民基本台帳人口 44,023 人）

※  1   職員手当には退職手当を含まない。
※  2   給与費は当初予算に計上された額。

3. 平均給料月額・平均年齢の状況（令和 5年4月1日現在） 7. 職員手当の状況（令和 5年4月1日現在）

4. 職員の初任給の状況（令和 5年4月1日現在）

5. 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（令和 5年4月1日現在）

6. 特別職の報酬等の状況（令和 5年4月1日現在）

区　　分 益田市 国

一般行政職
大学卒 175,300 円 185,200 円

高校卒 154,600 円 154,600 円

区　　分 経験年数10 年 経験年数20 年 経験年数30 年

一　般
行政職

大学卒 256,928 円 346,180 円 401,283 円

高校卒 244,575 円 319,600 円 383,700 円

技　能
労務職

高校卒 一 一 375,350 円

　職員研修の状況

研修の種類 受講者数
自治研修所　階層別研修等 99 人
市町村総合事務組合　公文書基礎研修等 70 人
特別研修 12 人

その他の研修
人事評価 34 人
安全衛生研修 85 人
人権研修ほか 197 人

給料月額等 期末手当

市　長 786,500 円
6 月期 1.25 月分

12 月期 1.25 月分
　計 2.50 月分
役職加算 40％

副市長 654,000 円

教育長 577,000 円

議　長
副議長
議　員

389,000 円
329,000 円
303,500 円

6 月期 1.25 月分
12 月期 1.25 月分
　計 2.50 月分
役職加算 40％

一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
314,173 円 40.0 歳 383,325 円 51.7 歳

内　　　　容

期末手当
 6 月期 1.20 月分
 12 月期 1.20 月分 計 2.40 月分
職制上の段階、職務の級等による加算措置有

勤勉手当
 6 月期 1.00 月分
 12 月期 1.00 月分 計 2.00 月分
職制上の段階、職務の級等による加算措置有

退職手当

　　　　　　①自己都合 　　 ②勧奨・定年
 勤続 20 年  19.6695 月分　 24.586875 月分
 勤続 25 年  28.0395 月分　 33.27075 月分
 勤続 35 年  39.7575 月分　 47.709 月分

  1 人当たりの平均支給額　  19,658 千円 　
※ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度

に退職した全職種に係る職員に支給された平
均の額。

特　　殊
勤務手当

徴収業務手当・ごみ収集業務手当・危険作業
手当など 19 種類
令和 4 年度支給実績 910千円
手当支給職員の割合（令和4年度） 26.8％
令和4年度1人当たりの平均支給年額 8,344円
※ 水道部局を除く。

時 間 外
勤務手当

令和 4 年度支給実績 92,943千円
令和 4 年度 1 人当たりの平均支給年額 229千円
※ 水道部局を除く。

扶養手当

①配偶者 13,000 円
②配偶者以外の扶養親族 6,500 円
③配偶者のない職員の扶養親族 11,000 円
④満 16 歳から満 22 歳までの子 +5,000 円

住居手当
借家居住者で 12,000 円を超える家賃を支払
っている者に 27,000 円を限度に支給

通勤手当
・交通機関利用者は運賃相当額
・交通用具利用者は通勤距離に応じた額
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　職員の勤務時間・その他勤務条件

1. 職員の勤務時間の状況（令和5年4月1日現在）

　職員の分限および懲戒処分の状況

1. 分限処分者 （令和 4 年度）

2. 懲戒処分者 （令和 4 年度）

2. 休暇制度（令和5年4月1日現在）

① 1 週間の正規の勤務時間　38 時間 45 分　
② 1 日の正規の勤務時間　　07 時間 45 分
③ 勤務の開始時刻と終了時刻
 開始時刻 8:30　終了時刻 17:15　
④ 休憩時間　12:00 〜 13:00　
※一部の部課において時差出勤制度あり。

　職員の服務の状況

1. 年次有給休暇の取得状況（令和4年1月1日～12月31日）

　人事評価の状況　職員の福祉および利益の保護の状況

1. 職員の健康診断の状況 （令和 4 年度）

2. 公務災害の認定状況 （令和 4 年度） 3. 勤務条件に関する措置の要求の状況

4. 不利益処分に関する不服申立の状況

2. 病気休暇の取得状況 （令和4年1月1日～12月31日）

3. 職員の休業の状況 （令和4年度）

※人間ドック受診者、育児休業者、休職者を除く。

令和 4 年度中において公平委員会からの勧告はなかった。

令和 4 年度中において公平委員会からの是正の指示はなかった。

● 特別休暇

主な休暇の種類  内　　容
年次有給休暇 1 年につき 20 日
産前産後休暇 産前産後 8 週間以内

慶弔休暇
本人の結婚　7 日
妻の出産　　3 日
忌引　　　　1 日〜 10 日

介護休暇 2 週間以上 6 月以内  ※無給

区　　分 評価回数 評価時期   評価対象者数
市長部局

年 2 回
9月および

3月

361 人

教育委員会 42 人

水道企業部局 28 人

行政委員会 8 人

区　　分 認定件数
公務災害 3 件

通勤災害 1 件

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数

15,553 日 4,278 日 401 人 10.7 日

休暇の区分 対象職員数 総取得日数 平均取得日

私傷病 401 人 1,375 日 3.4 日

休業の種類 人数

育児休業 26 人

健康診断の種類 対象者 受診者

定期健康診断 250 人 250 人

処分の種類
処分事由 降任 免職 休職 降給 合計

心身の故障の場合
(地公法第 28条第 1項第 2号 )
(地公法第 28条第 2項第 1号 )

3人 3人

処分の種類
処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合
(地公法第 29条第 1項第 1号 )

0人

①選挙権その他公民権の行使をする場合で、必要と認められる期間
②裁判員、証人、鑑定人、参考人として国会、裁判所、議会その他官公署へ出頭する場合で、必要と認められる期間
③骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細胞移植のための末梢血管細胞の提供希望者としてその登録を実施する者に対

して登録の申出を行い、または配偶者、父母、子および兄弟姉妹以外の者に骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細
胞移植のための末梢血管細胞を提供する場合で、必要と認められる期間

④自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合、1 年につき 5 日以内
⑤不妊治療に係る通院等をする場合、1 年につき 5 日以内（通院等が体外受精の場合は 10 日以内）
⑥妊産婦である女子職員が、健康診査および保健指導を受ける場合、必要な時間
⑦生後 3 年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合、1 日 2 回それぞれ

60 分間（生後 1 年以上の子はそれぞれ 30 分間）
⑧職員の妻が出産する場合に、当該出産に係る子または小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合、5 日以内
⑨ 中学校の課程を修了するまでの子を養育する職員が、その子の看護をする場合、1 年につき 5 日以内（子が 2 人以上の

場合は 10 日以内）
⑩地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、または損壊した場合、7 日以内
⑪職員が心身の健康の維持および増進のため勤務しないことが相当であると認められる場合、1 年につき 4 日以内


